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【書類名】明細書

【発明の名称】常温核融合装置、常温核融合による発熱方法および発熱体
【技術分野】

　【０００１】
　本発明は常温核融合装置、その発熱方法および発熱体に関する。

【背景技術】
　【０００２】

　フライシュマンとポンズ（Fleischmann and Pons）は、室温で核融合反応が発生すると
いう衝撃的な論文を１９８９年３月に発表し世界中で注目を浴びたが、再現性の問題があ

り、当初、主流学会では認められなかった。それでも一部の研究者の地道な研究により現

象の再現性が改善され、多くの実験事実の蓄積に基づいて、今では、常温（ｃｏｌｄ）核
融合や低エネルギー核反応（LENR：Low Energy Nuclear Reaction）等と呼ばれ、活発な

研究が続けられている。
　【０００３】

　それにもかかわらず、常温核融合のメカニズムは解明されたとは言えず、理論的には昏
迷状態が続いているのが現状である。これまでの実験結果から、重水素吸蔵率（Ｄ／Ｐｄ

比）が体積平均で０．８５を超すと過剰熱が発生し、指数関数的に増大することが分かっ
ており（非特許文献１）、このことから、常温核融合には水素吸蔵合金の重水素密度が一

定以上が必要であり、また種々の実験で、表面反応であることや、特に表面のナノサイズ

の構造が非常に重要であると考えられている（非特許文献１、非特許文献２）。
　【０００４】

　たとえば、特許文献１には、パラジウム等の金属粒子のサイズを１ｎｍ以下にすると、
水素吸収量が急激に増大することが記載されており、ナノサイズの金属粒子を重水素環境

下で加圧することで過剰エンタルピーを発生させる方法が開示されている。
　【０００５】

　また、特許文献２によれば、支持体としてジルコニア（ Ｚ ｒ Ｏ ２ ） を用い、この
支持体にパラジウム（Ｐｄ）ナノ超微粒子を埋め込み、重水素（ Ｄ ２ ） を注入の後、

加圧によりこれを吸蔵させることで核融合反応体（超高密度重水素化ナノ粒子）を調製す
る；次いで衝撃エネルギを核融合反応体に加えることにより核融合反応を行い、多量の発

熱とヘリウムとを生成させたことが記載されている。

　【０００６】
　さらに、特許文献３によれば、水素吸蔵金属の表面にナノサイズの複数の金属ナノ凸部

を形成することで「トンネル核融合反応の発生確率が上昇する」と説明されている。
　【０００７】

　なお、一般に、「核融合」とは軽い元素同士が融合して重い元素に変換する発熱反応と
定義されており、二重水素（Ｄ）と三重水素（Ｔ）とが反応するＤ－Ｔ反応、２つの二重

水素が反応するＤ－Ｄ反応など種々の核融合反応が知られている。Ｄ－Ｄ反応では"灰"と
してヘリウム（Ｈｅ）が生成されるが、Ｈｅが常温核融合で生成されるとする研究結果が

出てきている（たとえば非特許文献３）。

【先行技術文献】
【非特許文献】

　【０００８】
　　【非特許文献１】「常温核融合」高橋亮人（電気学会雑誌、１９９３年１２月号、１

　　１３巻、pp.1016-1026）
　　【非特許文献２】「展望　低エネルギー核反応による新しい核エネルギーへの期待」

　　　田中栄一（Isotope　News　２０１３年１月号　No.705、pp.13-18）
　　【非特許文献３】“Search for 4He Production from Pd/D2 Systems in Gas Phase

　　”E. Botta et al.
【特許文献】

　【０００９】
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　　【特許文献１】米国特許第９１８２３６５Ｂ２号明細書

　　【特許文献２】特開２００８－２６１８６８号公報
　　【特許文献３】国際公開第２０１５／００８８５９号

【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】

　【００１０】
　しかしながら、上記特許文献に開示されたナノ構造は、ナノサイズの金属粉体であった

り、プロセス条件でたまたま発生した金属粒子であったりするものであり、実用上、常温
核融合の再現性や性能向上における不安定要因となる。

　【００１１】

　さらにＤ－Ｄ反応を起こすためには、ナノ構造内の２つのＤをＴサイトに封じ込めるこ
とが必要であるが、そのためにはＴサイトにまずＤ－が導入されて、そのＴサイトにＤ＋

(d)が移動して、Ｔサイト内で複合粒子(dde、Ｄ２ガス様凝集系粒子)が形成されることが
必要であり、このナノ構造内のＤ－とＤ＋間のクーロン引力を確実に発生させることが必

要である。しかしながら、従来では、例えばナノ粒子などはその電位を制御すること自体
が不可能であり、また他方法でもそのクーロン引力を制御する方法は用いられてはいない

。
　【００１２】

　そこで、本発明の目的は、常温核融合を安定的かつ再現性良く実現できる常温核融合装

置、発熱方法および発熱体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】

　【００１３】
　本発明の第１の形態によれば、常温核融合装置が、平板形状の発熱体と、前記発熱体の

平板面に対向して設けられ、前記発熱体の表面電位を制御する対向電極と、からなり、前
記対向電極により前記発熱体の表面電位を制御することで前記発熱体の表面で常温核融合

を発生させる。
　本発明の第２の形態によれば、発熱方法が、重水素ガスを吸蔵した水素吸蔵金属の表面

電位を制御することで常温核融合を発生させる。
　本発明の第３の形態によれば、常温核融合装置が、反応炉内に、水素吸蔵金属からなる

発熱体と、前記発熱体に対向して設けられ前記発熱体の表面電位を制御するための対向電

極と、を有し、重水素ガスを吸蔵した水素吸蔵金属の表面電位を前記対向電極により制御
することで常温核融合を発生させ、前記発熱体を発熱させる。

　本発明の第４の形態によれば、発熱体が、金属層上に形成され当該金属層と電気的に接
続された複数のナノ構造体からなり、前記ナノ構造体が水素吸蔵金属からなり、重水素ガ

スを吸蔵した前記ナノ構造体の表面電位を制御することで常温核融合を発生させる。
　前記水素吸蔵金属の表面電位を表面の自由電子の濃度が低下する方向に低下させること

が望ましい。
【発明の効果】

　【００１４】

　以上述べたように、本発明によれば、発熱体あるいは水素吸蔵金属の表面電位を制御す
ることで常温核融合の発生確率を向上させることができ、常温核融合を安定的かつ再現性

良く実現できる。
【図面の簡単な説明】

　【００１５】
　　【図１】金属格子におけるＯサイトおよびＴサイトを示す図である。

　　【図２】図１に例示するＯサイトおよびＴサイトの配置を模式的に示す図である。
　　【図３】金属表面における金属格子中のＯサイトおよびＴサイトの配列を模式的に示

　　す図である。
　　【図４】水素、水素イオンおよび水素分子のサイズを模式的に示す図である。

　　【図５】金属表面における金属格子中のＯサイトおよびＴサイトに二重水素が入った
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　　状態を模式的に示す図である。

　　【図６】自由水素とジェリウムモデルでの水素における水素間距離に対する結合エネ
　　ルギの変化を示すグラフである。

　　【図７】本発明の第１実施形態による常温核融合装置の概略的構成と、金属表面の電
　　位をマイナスにした場合に生じる二重水素イオン（Ｄ＋）の移動を説明する模式図で

　　ある。
　　【図８】図７において金属表面を正電位にした場合の金属表面の吸着サイトの状態を

　　説明する模式図（Ａ）とその時の金属表面近傍の電荷分布を模式的に示すグラフ（Ｂ
　　）である。

　　【図９】図７において金属表面を負電位にした場合の金属表面の吸着サイトでの二重

　　水素イオン（Ｄ＋）の移動を説明する模式図（Ａ）とその時の金属表面近傍の電荷分
　　布を模式的に示すグラフ（Ｂ）である。

　　【図１０】本発明の原理を説明するために水素イオンに陽子が引き込まれる様子を模
　　式的に示す図である。

　　【図１１】本発明の原理を説明するために原子間距離と原子間で働く力との関係を模
　　式的に示すグラフである。

　　【図１２】本発明の原理を説明するために、Ｔサイトの金属格子とその間の二重水素
　　に働く力を模式的に示す図である。

　　【図１３】本発明の原理を説明するために、Ｔサイトの金属格子に挟まれた二重水素

　　を模式的に示す図（Ａ）と、二重水素に働く力によりＴサイトに入った二重水素が縮
　　小された状態を模式的に示す図（Ｂ）である。

　　【図１４】本発明の第２実施形態による常温核融合装置の概略的構成を示す図である
　　。

　　【図１５】第２実施形態に用いられる発熱体における体積膨張のメカニズムを説明す
　　るための模式的断面図である。

　　【図１６】本発明の第３実施形態による常温核融合装置の概略的構成図である。
　　【図１７】本発明の第４実施形態による常温核融合装置における発熱体の構造を模式

　　的に示す図である。
　　【図１８】図１７に示す発熱体の製造方法を示す工程図である。

　　【図１９】図１８に続く発熱体の製造方法を示す工程図である。

　　【図２０】本発明の第３または第４実施形態による常温核融合装置の概略的構成を示
　　す図である。

【発明を実施するための形態】
　【００１６】

　本発明の実施形態の説明で参照される文献は以下の通りである。
＜参照文献＞

（１）「パラジウムによる水素吸収と水素化反応」有賀哲也（日本表面科学会誌「表面科
学」Vol.27, No.6, pp.341-347, 2006、公益社団法人　日本表面科学会発行）

（２）「中性子散乱による原子・分子のダイナミクスの観測」大友季哉、池田一貴（日本

アイソトープ協会学術誌「RADIOISOTOPES」Vol.63, No.10, pp.489-500, Oct 2014、公益
社団法人　日本アイソトープ協会発行）

（３）「パラジウムナノ粒子の特異な水素吸蔵」秋葉宙、古府麻衣子、山室修（日本中性
子科学会誌「波紋」Vol.27, No.3, pp.95-98, 2017、日本中性子科学会発行）

（４）「金属における吸着水素と吸蔵水素の電子状態と反応性」福西快文、波田雅彦、中
辻博（触媒学会会誌「触媒(Catalysits and Catalysis)」 Vol.33, No.4, pp.270-277, 1

991、一般社団法人　触媒学会発行）
（５）「金属水素化物の応用物性」山口益弘（水素エネルギー協会（ＨＥＳＳ）協会誌「

水素エネルギーシステム」1986 vol.11, No.2, pp.30-41）
　【００１７】

＜本発明の原理的説明＞
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　参照文献１によれば、パラジウム固体内に吸収された水素原子は金属格子の配列を乱す

ことなく格子中の間隙サイトを占める。たとえば、図１に示す面心立方格子（ｆｃｃ）に
は正四面体間隙サイト（以下、Ｔサイトという。）と正八面体間隙サイト（以下、Ｏサイ

トという。）とがあり、水素原子は安定状態ではより広いＯサイトを占め、それを経てＴ
サイトに水素イオンが導入されると考えられる。つまり、最初により広いサイトであるＯ

サイトに水素イオンが入り、周囲の原子を押し広げて結晶格子全体を膨張させる。そのた
めに周囲のポテンシャルが変化して、このパラジウムと水素イオンの位置とその系のエネ

ルギーが安定になるように水素イオンの位置が決定される。これが原因でＯサイトの水素
イオンがＴサイトに入ることができるようになる。パラジウム格子内に侵入した水素原子

は規則配列せずに固溶体を形成する。

　【００１８】
　参照文献２によれば、金属原子１個あたりのサイトの数は、ｆｃｃおよび最密六方格子

（ｈｃｐ）ではＯサイトが１個、Ｔサイトが２個であり、体心立方格子（ｂｃｃ）ではＯ
サイトが３個、Ｔサイトが６個である。水素化物の規則構造については、一般的に水素－

水素原子間距離が０．２ｎｍ以下にはならないという経験則に従うことが分かっており、
通常はこれらのサイトの一部だけが占有されている。

　【００１９】
　以下、図面を簡略化するために、金属格子内のＯサイトおよびＴサイトの配置を図２の

ように模式的に示すものとする。すなわち、Ｏサイトを形成する格子を四角形で、Ｔサイ

トを形成する格子を三角形で示す。
　【００２０】

　図３は、金属表面のＴサイトおよびＯサイトの配列を模式的に示したものである。後述
するように、金属表面のＴサイトを占有する二重水素が本発明の主役である。

　【００２１】
　参照文献５によれば、金属中に存在する水素の電子状態については、完全に水素原子は

電子を放しＨ＋状態になるというプロトンモデルと、逆に電子を余分に１個取り込みＨ－

状態になるというアニオン・モデルの両者が従来は考えられていて、水素吸収による電気

抵抗・帯磁率・電子比熱の変化などがその場に応じて都合のよい方のモデルによって説明
されてきた。ところが、近年のSwitendickを開祖とする金属水素化物の電子構造の理論計

算の結果によって、上記の２つのモデルはどちらも事実の一面だけを捕えていることに過

ぎないことが判った。つまり金属中の水素はＨ－であったりＨ＋であったりという二面性
を持つと考えられ、本発明者は、それらが同時に金属内に存在できると考える。この仮説

が成り立たないと常温核融合は成立しないし、水素吸蔵金属中の水素の研究結果から考え
ると妥当な仮説だといえる。

　【００２２】
　図４に示すように、水素原子Ｈ０の半径を１×１０－１０ｍ＝１Å）とすれば、負に帯

電したヒドリドＨ－の半径は、電子がＥＦ以上の高いエネルギー準位を埋めているので、
約２倍の２×１０－１０ｍ＝２Åとなる。言うまでもなく、図４は模式的に描かれており

、実際には、水素原子核Ｈ＋の荷電半径が０．８７×１０－１５ｍ＝０．８７ｆｍである

から、Ｈ０の半径上の電子は水素原子核Ｈ＋の半径を基準にすれば９万倍近く離れた位置
にある。ちなみに、水素分子Ｈ２の原子核間距離は０．７４Åである。したがって、水素

原子Ｈ０の半径１Åを考慮すれば、水素分子Ｈ２のサイズは～２．７４Åとなる。
　【００２３】

　一般に、天然の水素には、二重水素（デューテリウム: Ｄ）や三重水素（トリチウム:
Ｔ）等の同位体が含まれており、化学的性質は水素とその同位体とでは同じである。以下

、本明細書では、金属に吸蔵された二重水素Ｄの陽イオン（Ｄの核子）Ｄ＋と陰イオンＤ
－を用いて核融合のメカニズムを説明する。言うまでもなく、図４に示すように、Ｄ－の

サイズはＤ＋よりはるかに大きい。これらがたまたま接近するとか、特殊な、特異的な位
置を取るなどとは考えにくいので、以上を考慮すると、常温核融合が生じるためには、ま

ず、d-d間を原子レベルで接近させる必要があり、これは以下で説明するように、Ｄの正
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負両方のイオンの同時存在を考えると理解できる。

　【００２４】
　図５は、金属格子内のＯサイトにＤ－が、２つのＴサイトにそれぞれＤ－とＤ＋とが入

った状態を模式的に示している。パラジウムナノ粒子に吸蔵された重水素がＯサイトおよ
びＴサイトを占有するモデルについては参照文献３に記載されている。参照文献３では金

属水素化物のナノサイズ化および表面効果の重要性が指摘されており、９７ページ「４．
Ｐｄナノ粒子中の重水素原子位置」の項では、ナノ粒子のコア領域（内部領域）ではＯサ

イトのみ、シェル領域（外皮領域）ではＯサイトおよびＴサイトの両方にＤ原子が占有さ
れるモデルが最も信頼性が高いと結論づけられている。また、このモデルによれば、吸蔵

された重水素の約１／３はＴサイトを占有している。さらに、Ｄ原子（Ｔサイト）の原子

変位パラメータＢＤ（Ｔ）が異常に大きい値（１４．１Å２）を示すのは、Ｔサイト（1/
4, 1/4, 1/4）からわずかにずれた位置にいくつかの安定サイトがあり、Ｄ原子がこれら

のサイト間でdisorderしているため、と推測されている。これらは、表面Ｔサイトが応力
緩和しやすくその位置がずれることに対応していると考える。

　【００２５】
　参照文献２によれば、金属格子中に水素原子が１個入ると、隣接した水素原子と金属原

子の間に斥力ポテンシャルが働き、全系のエネルギが高くなる。他方、金属原子が水素原
子から遠方に押しやられる変位（格子の膨張）による基底エネルギーの減少と、ほぼ原子

の変位の２乗に比例する格子歪みエネルギ増加とのバランスにより全系のエネルギを最小

にする原子の変位が決まる。これにより、水素の固溶により水素原子周囲の金属原子が膨
張する。膨張する体積の大きさは金属と格子間位置の種類によって異なるが、遷移金属で

あればほぼ一定で0.0026±0.0005nm３の範囲に入ることが分かっている。
　【００２６】

　上述したＤ－のサイズとＴサイトのサイズを考慮すると、Ｄ－がＴサイトに入りにくい
が、実際は、金属表面では上側に金属原子がないために、ＴサイトにＤ－が入っても応力

緩和が可能であり、そのため格子が膨張して空隙が広くなる。言い換えれば、格子の膨張
による系のエネルギの増加が少ないので膨張幅が大きくなり、バルクよりも表面のＴサイ

トにＤ－が入りやすくなる。
　【００２７】

　しかしながら、Ｄ－が入ったＴサイトと隣接するＴサイトに同様のＤ－が入るとは考え

にくい。Ｄ－が入って一方の格子が膨張すると、その隣接Ｔサイトは狭くなるからである
。したがって、図５に示すように、隣接するＴサイトの一方に大きなＤ－が入ると、他方

には小さなＤ＋が入りやすくなるはずである。隣接するＴサイトにＤ＋とＤ－が入ること
で、ナノ構造における凝集系クラスタの元となる構造が形成される。すなわち、正負両方

のイオンが隣接するＴサイトに存在すること、これが常温核融合を発生させる基本的なナ
ノ構造である。なお、ＯサイトのＤ＋が移動することも否定はしえないが、上記説明が可

能性としては高いと考える。
　【００２８】

　隣接するＴサイトにＤ＋とＤ－が入るとクーロン力により両者が引き合うので、たとえ

ば熱励起によりポテンシャルを超えて小さなＤ＋が大きなＤ－側へ移動すれば核融合が発
生する確率が高くなると考えられる。しかしながら、実際にはそのようにはならない。そ

の理由は、金属内の自由電子の存在がクーロン力を遮蔽するように作用するからである。
以下、金属内の自由電子の影響について図６を参照しながら説明する。

　【００２９】
　参照文献４によれば、金属を自由電子の海のように近似するジェリウムモデルを用いて

、金属中に水素を入れた時のＨ－Ｈ間距離に対する結合エネルギの変化が図６のグラフで
示されている。すなわち、電子密度が小さい（ｒｓが大きい）Ｎａでは２つのＨは結合状

態であるが、電子密度が大きい（ｒｓが小さい）Ａｌでは２つのＨは全ての距離で反発し
あい原子状になっている。この理由は、金属の伝導電子がＨ２分子の反結合軌道に入り、

結合を切るからである。さらに、金属中ではプロトンの電荷がわずか０．６Åで遮蔽され
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ることも記載されている。これは理由は簡単で、その狭い空間には計算上、自由電子数は

ゼロになるからである。
　【００３０】

　このように、金属内の自由電子の存在はクーロン力を遮蔽するように作用するために、
たとえ図５に示すように隣接するＴサイトにＤ＋とＤ－とがそれぞれ入ったとしても、Ｄ
＋がＤ－側へ移動しにくいので、核融合を起こす確率は低下する。
　【００３１】

　本発明者は、以上の知見に基づいて、金属表面のナノ構造においてＴサイトを占有して
いるＤ＋が隣接するＴサイトのＤ－へ移動して常温核融合を生じさせるには、少なくとも

金属表面の自由電子を減少させることが必要であると結論した。本発明はこの結論に基づ

いてなされたものである。以下、本発明の実施形態について説明する。
　【００３２】

１．第１実施形態
　図７に例示するように、本発明の第１実施形態による常温核融合装置１００は、発熱体

としての水素吸蔵金属１０１と、水素吸蔵金属１０１に対して所定距離ｇを隔てて設けら
れた表面電位制御用の対向電極１０２と、水素吸蔵金属１０１に対して対向電極１０２が

負電位となる電圧を印加する直流電源１０３と、を有する。また、水素吸蔵金属１０１の
少なくとも表面を所定温度まで加熱する加熱手段としてヒータ１０４が設けられている。

　【００３３】

　水素吸蔵金属１０１の表面１０１ａはナノ構造を有し、水素吸蔵金属としては、種々の
材料、たとえばパラジウムＰｄ、ニッケルＮｉ等を用いることができる。水素吸蔵金属１

０１のナノ構造は、後述する既存の方法で形成することができる。たとえば厚さ５００～
１０００ｎｍ（ナノメートル）のＰｄ膜１０１をＣＶＤ（Chemical Vapar Deposition）

により形成し、その表面をドライエッチングすることでナノ構造を形成してもよい。より
詳しい製法は後述する。

　【００３４】
　続いて、真空装置内に重水素ガスを流し、水素吸蔵金属１０１に重水素を吸蔵させる。

これにより、上述したように水素吸蔵金属１０１の表面１０１ａにＤ＋とＤ－がそれぞれ
入った隣接Ｔサイトが生成される。この状態で、対向電極１０２に対して水素吸蔵金属１

０１より低い電圧を印加するとともに、水素吸蔵金属１０１を所定温度まで加熱する。加

熱温度は、水素吸蔵金属１０１の種類により異なるが、少なくとも３００℃以上、好まし
くは５００℃以上、さらに好ましくは６００℃以上である。

　【００３５】
　対向電極１０２に負電圧を印加することで、金属内の自由電子が水素吸蔵金属１０１の

表面側からバルク側へ移動し、水素吸蔵金属１０１の表面１０１ａのナノ構造において電
子の濃度が低下する。それに伴いＤ＋とＤ－との間のクーロン力を遮蔽する効果も低下す

るので、Ｔサイトを占有しているＤ＋は熱励起により隣接するＴサイトのＤ－へ容易に移
動することができる。

　【００３６】

　ＴサイトにＤ＋とＤ－が入ることで、次に述べるメカニズムにより、共有結合を通して
核融合が発生すると考えられる。この核融合により、供給されたエネルギ、すなわちヒー

タ１０４および電源１０３により与えられたエネルギ、を超える熱エネルギが発生すると
考えられる。以下、この核融合に至る過程を図８～図１４を参照しながら説明する。

　【００３７】
＜表面電位制御＞

　まず、比較例として図８を参照し、対向電極１０２を正電位にして対向電極１０２から
水素吸蔵金属１０１の表面（ナノ構造）へ向かう電界Ｅを印加した場合を説明する。この

場合、図８（Ａ）に示すように、金属内の自由電子は表面側へ移動し、隣接するＴサイト
間も自由電子１０５に満たされた状態となる。これにより、図８（Ｂ）に示すように、金

属１０１の表面近傍の電子濃度がバルク内より大幅に高くなり、隣接するＴサイトを占有
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するＤ＋とＤ－との間のクーロン力が遮蔽される。参照文献４によれば、金属中ではプロ

トン間の距離がわずか０．６Åでクーロン力が遮蔽されるので、対向電極１０２に正電圧
を印加した場合、Ｄ＋が隣接するＴサイトのＤ－へ移動する確率は極めて小さくなる。

　【００３８】
　これに対して、図９（Ａ）に示すように、対向電極１０２の負電位にして水素吸蔵金属

１０１の表面ナノ構造から対向電極１０２へ向かう電界Ｅを印加した場合、金属内の自由
電子が水素吸蔵金属１０１の表面側からバルク側へ移動する。これにより、図９（Ｂ）に

示すように、金属１０１の表面近傍のナノ構造の電子濃度がバルク内より大幅に低くなり
、隣接するＴサイトを占有するＤ＋とＤ－との間のクーロン力が支配的となる。水素吸蔵

金属１０１は所定温度に加熱されているので、熱励起されたＤ＋がＴサイト間の電位障壁

をポッピングして隣接ＴサイトのＤ－へホッピングで移動する確率が高くなる。
　【００３９】

＜共有結合の形成＞
　図１０に模式的に示すように、Ｄ＋４が隣接ＴサイトのＤ－１へ移動すると、さらに接

近して共有結合を形成する。すなわち、Ｄ＋４がＤ－１に十分近くなると、Ｄ＋４はＤ－

１のＳ核電子を共有する状態になり、Ｄ－１とＤ＋４との間の電子雲５を共有する共有結

合的な構造となる。Ｄ＋４の正電荷とＤ－１とを考えると、本来的に共有結合的な状態を
取るはずである。すなわち、Ｄ－１とＤ＋４間で共有結合が形成されると、その結合は引

力６となり、Ｄ－１とＤ＋４との間に共有されている電子雲５は、両方の原子核に対して

、水素原子核間のクーロン斥力に対するクーロン遮蔽の効果を発揮し、Ｄ－１側の原子核
にＤ＋４の原子核が極めて近距離に接近するまで共有結合の軌道は維持される。

　【００４０】
　従来では、図１１に示すように静電的斥力は原子核距離が小さくなると急激に増大する

と考えられてきた。たとえば、２個の原子核が融合するためには、トンネリングで核融合
する可能性が高くなる程度の距離まで、～１0ｆｍ程度まで、クーロン力に逆らって２個

の原子核を近づけなければならず、そのために必要なエネルギは０．１ＭｅＶ（１０５ｅ
Ｖ）程度である。このために、プロトン同士の相互作用や全てクーロン遮蔽を行う方向で

常温核融合の原理が考察されていた。
　【００４１】

　しかしながら、本発明者は、次に述べるように、Ｄ－１とＤ＋４とが共有結合的な状態

になると、共有結合の性質上、核子間が引き合うような引力６が発生し、そのＴサイト内
のＤ２ガス様凝集系クラスタは金属格子から圧縮応力を受けて縮小するので、この凝集系

クラスタそれ自体の引力で凝集系クラスタが金属格子の非常に狭いＴサイト内に閉じ込め
られてｄ－ｄ間が振動運動する。これによりｄ－ｄ間の最近接間隔が狭くなる確率が高く

なり、トンネリングにより核融合する確率が高くなる。この場合、ｄ－ｄ間の電子も若干
の核子間クーロン斥力遮蔽の効果がある。以下、金属格子のＴサイト内に閉じ込められた

Ｄ－とＤ＋とがどのような力を受けて核融合に至るかを説明する。
　【００４２】

＜核融合プロセス＞

　まず、Ｔサイトの金属格子は４個の金属原子に囲まれた立体構造を有し、その中にＤ－

とＤ＋との共有結合Ｄ２が形成されているものとする。すでに述べたように、Ｔサイトの

金属格子が膨張して、その中にＤ－が入っているので、金属原子が四面体の中心に向かっ
て正四面体を縮小するような、変位の二乗に比例する復元力がＤ２にかかると考えられる

。
　【００４３】

　そこで、図１２に示すように、Ｔサイト金属格子とそこから受ける圧縮方向の力を模式
化して表すものとする。すなわち、４つの金属原子１１～１４で囲まれたＴサイト１５内

にＤ２が閉じ込められており、金属原子１４は紙面手前側に位置する。Ｄ２には３つの金
属原子１１、１２および１３から３方向の圧力Ｆが掛っている。

　【００４４】
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　Ｔサイトはもともと内接球の直径が１Å程度の狭い空間である。これに対してＴサイト

を占有するＤ－のサイズは図４のＨ－が示すようにもともとの直径が４Å程度と大きい。
したがって、Ｄ－はＴサイトの金属格子を押し広げた状態で占有していると考えられ、こ

の状態で、上述したように、隣接ＴサイトからＤ＋が移動してＤ－に接近し共有結合Ｄ２
を形成する。Ｄ２のサイズは図４のＨ２が示すようにほぼ１Å×２．７４Åであるから、

Ｄ２もＴサイトの金属格子を押し広げた状態で占有していると考えられ、したがって金属
格子から応力Ｆを受けているはずである。この応力ＦがＤ２を縮小する原因と考える。

　【００４５】
　図１３（Ａ）に示すように、Ｔサイトの異なる方向から圧力Ｆを受けることで、Ｄ２の

核子間はクーロン斥力により反発しても物理的に圧縮される。すでに述べたように、金属

格子中に水素原子が１個入ると隣接した水素原子と金属原子の間に斥力ポテンシャルが働
くために、全系のエネルギが高くなる。格子の膨張による基底エネルギの減少と、ほぼ原

子の変位の２乗に比例する格子歪みエネルギ増加のバランスとにより全系のエネルギを最
小にする原子の変位が決まる。つまり、このシミュレーションで核子間ポテンシャルをい

れて計算すると核子間距離がどの程度まで近くなるかを知ることができる。
　【００４６】

　図１３（Ｂ）に示すように、Ｔサイトの異なる方向から圧力Ｆを受けることでＤ２の核
間距離はゼロに近くなる。より詳しくは、次のように説明することができる。図１３（Ａ

）において、金属原子１１～１４はＤ２に接近する方向に３次元的に縮小する。下側の３

つの金属原子１１、１２および１３はそれぞれＤ２へ向けて縮小し、Ｄ２はその上に乗り
上げる状態となるが、Ｄ２の上側にある金属原子１４もＤ２へ向けて移動するので、Ｄ２

は上側への移動が妨げられる。これにより、Ｄ２はＴサイトの内接球の大きさまで縮小す
ることとなる。こうして、図１３（Ｂ）に示すように、Ｄ２のＳ核がまったく重なる程度

まで小さくなって核子間隔ｄ－ｄはゼロになる可能性がある。この状態で凝集系クラスタ
であるＤ２(dde)は、核子間の運動エネルギ（ｄ－ｄ間が振動する）で核子間のポテンシ

ャル障壁がより狭い距離、すなわち核子間距離が小さい位置にまで到達するので、トンネ
リングにより核融合すると考えられる。

　【００４７】
　以上述べた核融合のメカニズムは次のようにまとめることができる。

・　発熱体の金属表面をナノ構造に形成することでＤ－がＴサイトに入りやすくなる。

・　金属の表面ナノ構造において、Ｄの充填率が高い場合に常温核融合が起きる。つまり
上述したようにＤ－がＴサイトに入っている場合に起きる。たとえば水素吸蔵金属がパラ

ジウムＰｄの場合、重水素吸蔵率（Ｄ／Ｐｄ比）が０．８５を超すと発生する。ナノ粒子
の場合はバルクの割合が小さく早期に重水素吸蔵率（Ｄ／Ｐｄ比）が高くなる。

・　表面電位制御用の対向電極１０２を負電位にすることで金属表面の自由電子の濃度を
低下させることが重要である。これによって隣接ＴサイトのＤ＋がＤ－により拡大したＴ

サイトへクーロン力によって引きつけられ、さらに熱エネルギ等によるホッピングによっ
てポテンシャル障壁を乗り越え、Ｄ＋とＤ－との共有結合的な構造Ｄ２を形成する。

・　Ｄ２は膨張したＴサイトの金属格子から４方向の圧力Ｆを受けるので、それによりＤ

２が均一に縮小し核子間隔がゼロに近くなって核融合が発生する。
　【００４８】

　このように、金属表面のナノ構造において表面電位を制御して金属の自由電子を減少さ
せることで、Ｔサイトを占有しているＤ＋が隣接するＴサイトのＤ－へ移動する確率を高

めることができ、常温核融合を安定的かつ再現性良く実現することが可能となる。
　【００４９】

２．第２実施形態
　金属表面のナノ構造としては、ドット寸法および間隔が数ｎｍ～数１００ｎｍに制御さ

れたナノドットアレイを使用することができる。たとえば特許第５６５２８１７号（ナノ
ドット形成方法）や特許第５８７５０６６号（ナノドットアレイ板製造方法）によれば、

大きさや密度を所望に制御可能なナノドットおよびナノドットアレイの製法が開示されて
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いる。以下、本発明の第２実施形態として、ナノドットを発熱体として用いた常温核融合

装置について説明する。
　【００５０】

　図１４に例示するように、本発明の第２実施形態による常温核融合装置２００は、発熱
体として半球状（以下、ドーム状という。）のナノドーム２０１のアレイが支持基板２０

２の表面上に形成された構成を有する。ナノドーム２０１は水素吸蔵金属からなり、たと
えばパラジウム（Ｐｄ）である。支持基板２０２は、望ましくは水素拡散速度が遅く且つ

熱伝導率の高い金属材料で構成され、たとえば鉄（Ｆｅ）を用いることができる。
　【００５１】

　また、第１実施形態（図７参照）と同様に、支持基板２０２の表面から所定距離ｇを隔

てた位置に表面電位制御用の対向電極１０２が設けられ、直流電源１０３がナノドーム２
０１のアレイに対して対向電極１０２が負電位となる電圧を印加する。また、図７に示す

ヒータ１０４と同様の加熱手段（図示せず）が設けられ、ナノドーム２０１を所定温度ま
で加熱する。

　【００５２】
　各ナノドーム２０１がドーム状であることは、図５において説明したように、ナノドー

ム２０１の表面では上側に金属原子がないために、ＴサイトにＤ－が入っても応力緩和が
可能であり、格子の膨張による系のエネルギの増加が少ないので膨張幅が大きくなりＴサ

イトにＤ－が入りやすくなる。

　【００５３】
　より詳しくは、図１５に模式的に示すように、ドーム状のナノドーム２０１は半球状で

あり、表面の曲率が正で大きい。このために、元のナノドーム２０１ａからナノドーム２
０１ｂへ格子が外側（バルクとは反対側）に膨張しても、元の単位格子当たりの体積２１

０ａはより大きい体積２１０ｂへと容易に大きくなることができ、その際に他格子から応
力を受けにくい。すなわち、球体のような曲率が正で大きな外面では膨張が容易になる。

このようにドーム状のナノドーム２０１ではＴサイトに膨張する余地があり、Ｄ－の吸蔵
に極めて適した形状である。

　【００５４】
　上述したドーム状のナノドーム２０１は、支持基板２０２上に水素吸蔵金属層を形成し

た後、等方性エッチングの条件を深さ方向で段階的に変化させエッチングの横方向の進行

速度を深さ方向で変更することにより形成可能である。
　【００５５】

３．第３実施形態
　金属表面のナノ構造は上記ドーム状に限定されるものではない。以下、本発明の第３実

施形態として、ナノコーンを発熱体として用いた常温核融合装置について説明する。
　【００５６】

　図１６に例示するように、本発明の第３実施形態による常温核融合装置３００は、発熱
体としてナノコーン３０１のアレイが支持基板３０２の表面上に形成された構成を有する

。ナノコーン３０１は先端が半球状の円錐形状を有し、たとえばパラジウム（Ｐｄ）等の

水素吸蔵金属からなる。支持基板３０２は、望ましくは熱伝導率の高い金属材料で構成さ
れ、たとえば銅（Ｃｕ）を用いることができる。また、第１実施形態（図７参照）および

第２実施形態（図１４参照）と同様に、支持基板３０２の表面から所定距離ｇを隔てた位
置に表面電位制御用の対向電極１０２が設けられ、直流電源１０３がナノコーン３０１の

アレイに対して対向電極１０２が負電位となる電圧を印加する。また、図７に示すヒータ
１０４と同様の加熱手段（図示せず）が設けられ、ナノコーン３０１を所定温度まで加熱

する。
　【００５７】

　ナノコーン３０１は先端部が半球状であるから、上記第２実施形態と同様にＤ－の吸蔵
に適している。さらに、ナノコーン３０１の半球状の先端部と円錐状の側面に電界がかか

るために、電界の先端部への集中を避けることができ、ナノコーン３０１のアレイ全体に
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均一な電界かけることができる。これにより、さらに制御性の良い常温核融合を実現でき

る。
　【００５８】

４．第４実施形態
　金属表面のナノ構造としてのナノコーン３０１には別のバリエーションも可能である。

以下、本発明の第４実施形態による発熱体に用いられるナノコーンとその製造方法につい
て説明する。

　【００５９】
　図１７に例示するように、本発明の第４実施形態による常温核融合装置の発熱体は、上

記第３実施形態と同形状のナノコーン３０１から構成されるが、各ナノコーン３０１は金

属層３０２に形成されたナノピラー３０２ａの上に積層されている。このようなナノ構造
は、たとえば東北大学プレスリリース（「３次元量子ドット構造の形成実現によるInGaAs

ナノ円盤構造を世界で初めて観察」令和元年９月２日発表）で使用されたバイオテンプレ
ートと中性粒子ビームを用いた製造技術を応用して製造することができる。以下、製造方

法の一例を示す。
　【００６０】

　図１８（Ａ）および（Ｂ）において、支持基板４０３上に金属層４０２を積層し、さら
にその上に必要な膜厚ｄの水素吸蔵合金層４０１を積層する。積層方法はＣＶＤ等の成膜

方法を利用できる。続いて、水素吸蔵合金層４０１上に、鉄コア５０１を内包したタンパ

ク質５０２を配列する。
　【００６１】

　図１９において、タンパク質５０２を除去することで、鉄コア５０１が一定間隔で水素
吸蔵合金層４０１上に残る（工程Ａ）。続いて、中性粒子ビームエッチングにより鉄コア

５０１をマスクとして水素吸蔵合金層４０１と金属層４０２の一部を除去し、さらにエッ
チングにより円錐側面を有する金属層４０２および水素吸蔵合金層４０１を形成する（工

程Ｂ）。最後に、鉄コア５０１を除去することで、所定間隔に配列されたナノコーン３０
１を形成することができる（工程ＣおよびＤ）。なお、図１９（Ｃ）は、図１９（Ｄ）に

示す平面図のＡ－Ａ線断面図である。
　【００６２】

　このようなナノコーン構造体にすることで、バルクと表面積の比では圧倒的に表面積の

割合が大きくなる。ナノコーン３０１は熱伝導率の高い金属層４０２上に形成されるので
、熱交換効率が良く、発熱体であるナノコーン３０１から効率よくエネルギーを取り出す

ことができる。
　【００６３】

５．装置構成
　図２０に示すように、本発明の第３実施形態または第４実施形態による常温核融合装置

３００は、上述したように、支持基板４０３上に金属層４０２を介して形成された発熱体
であるナノコーン３０１と、ナノコーン３０１が形成された金属層４０２の表面から所定

距離ｇだけ離れた位置に設けらた対向電極１０２と、対向電極１０２に負電位を与える直

流電源１０３と、を有する。なお、常温核融合装置３００は第２実施形態による常温核融
合装置２００であってもよい。

　【００６４】
　常温核融合装置３００は反応炉６０１内に設置され、真空状態で重水素ガスを導入する

ことで、発熱体であるナノコーン３０１の表面のＴサイトに吸蔵される。続いて、ヒータ
１０４によりナノコーン３０１を所定の温度に加熱するとともに、対向電極１０２に所定

の負電圧を印加する。これによりナノコーン３０１の表面から自由電子がバルク側へ移動
して表面での電子濃度が低下し、Ｔサイトを占有しているＤ＋が隣接するＴサイトのＤ－

へポッピングして移動し、上述したＴサイト金属格子からの圧力ＦによりＤ２が収縮して
核融合が発生する。核融合により発生した熱は金属層４０２により外部に取り出される。

【符号の説明】
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　【００６５】

１００、２００、３００　常温核融合装置
１０１　水素吸蔵金属

１０１ａ　金属表面のナノ構造
１０２　対向電極

１０３　直流電源
１０４　ヒータ

２０１　ナノドーム
２０２　支持基板

３０１　ナノコーン

３０２　支持基板（金属層）
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【書類名】特許請求の範囲

【請求項１】
　平板形状の発熱体と、

　前記発熱体の平板面に対向して設けられ、前記発熱体の表面電位を制御する対向電極と
、

からなり、前記対向電極により前記発熱体の表面電位を制御することで前記発熱体の表面
で常温核融合を発生させる常温核融合装置。

【請求項２】
　重水素ガスを吸蔵した水素吸蔵金属の表面電位を制御することで常温核融合を発生させ

る発熱方法。

【請求項３】
　前記水素吸蔵金属の表面電位を表面の自由電子の濃度が低下する方向に低下させる請求

項２に記載の発熱方法。
【請求項４】

　反応炉内に、水素吸蔵金属からなる発熱体と、前記発熱体に対向して設けられ前記発熱
体の表面電位を制御するための対向電極と、を有し、

　重水素ガスを吸蔵した水素吸蔵金属の表面電位を前記対向電極により制御することで常
温核融合を発生させ、前記発熱体を発熱させることを特徴とする常温核融合装置。

【請求項５】

　前記対向電極に、前記水素吸蔵金属の表面電位を表面の自由電子の濃度が低下する方向
に低下させる電圧を印加することを特徴とする請求項４に記載の常温核融合装置。

【請求項６】
　金属層上に形成され、当該金属層と電気的に接続された複数のナノ構造体からなり、前

記ナノ構造体が水素吸蔵金属からなり、重水素ガスを吸蔵した前記ナノ構造体の表面電位
を制御することで常温核融合を発生させる発熱体。

【請求項７】
　前記複数のナノ構造体の各々が半球状のナノドームからなる請求項６に記載の発熱体。

【請求項８】
　前記複数のナノ構造体の各々が円錐形状のナノコーンからなり、前記ナノコーンの先端

部が半球状である請求項６に記載の発熱体。
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【書類名】要約書

【要約】
【課題】常温核融合を安定的かつ再現性良く実現できる常温核融合装置、発熱方法および

発熱体を提供する。
【解決手段】平板形状の発熱体（１０１）と発熱体の平板面に対向して設けられ発熱体の

表面電位を制御する対向電極（１０２）とからなり、対向電極により発熱体の表面電位を
制御することで発熱体の表面で常温核融合を発生させる。重水素ガスを吸蔵した水素吸蔵

金属（１０１）の表面（１０１ａ）の電位を対向電極（１０２）により制御することで常
温核融合を発生させる。水素吸蔵金属（１０１）の表面電位を表面（１０１ａ）の自由電

子の濃度が低下する方向に低下させるように、対向電極（１０２）に電圧を印加すること

で常温核融合を発生させる。
【選択図】図７



整理番号:K02008     特願2020-069438　 (Proof)  提出日:令和 2年 4月 7日         1
【書類名】図面
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